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Ａ．研究目的 
欧米諸国においては、学術研究目的を指向する

形で、公的統計や行政記録情報の個票データ(非識

別データ(deidentified data)を含む公的大規模デ

ータや医療健康情報を用いた実証研究が展開され

てきた。特に、匿名化処理が施されていない公的

統計や行政記録情報の個票データ、さらには医療

健康情報においては、オンサイト施設のような安

全な分析環境の下で利活用が広範に進められてき

た。近年では、欧米諸国の多くの国でリモートア

クセスが整備されており、研究者が、研究室等に

おいて、公的大規模データ間のリンケージされた

データ、さらには、公的大規模データと理療健康

情報がリンケージされたデータにリモートにアク

セスすることによって、実証研究を行うことが可

能になっている。 
このような海外の動向については、全国がん登

録情報の利用提供マニュアルにおいて講じるべき

技術的な安全管理措置を検討する上での有益な参

考情報になり得ると考える。 
本研究の目的は、海外の公的大規模データや医

療健康情報の二次利用の現状や展開の方向性につ

いて調査研究を行うことにある。それによって、

全国がん登録情報の利用提供マニュアルにおいて

講じるべき技術的な安全管理措置についての現状

と課題の検討に資する有益な情報を得ることを指

向している。 
 

 Ｂ．研究方法 
  本研究では、全国がん登録情報の利用提供マニ

ュアルにおいて講じるべき技術的な安全管理措置

についての現状と課題の検討に資するための調査

研究として、2025年度は引き続き、公的大規模デ

ータや医療健康情報の二次利用に関して、文献資

料等の入手可能な情報を中心として調査研究を行

った。これによって、学術研究目的のため公的大規

模データや医療健康情報の提供状況、データリン

ケージのための照合(matching)技法に関する動向

と方法的な可能性、さらにはリンケージされたデ

ータにおける秘匿措置に関して、有益な成果を得

ることができた。全国がん登録情報における技術

的な安全管理措置を講ずる上で、有益な情報を収

集することができた。 
 
Ｃ．研究結果 
  本研究における調査研究を通じて、学術研究目

的に対する公的大規模データと医療健康情報の二

次利用に関して、データリンケージに関する海外

動向の追究とその方法的な可能性の検討、および

リンケージされたデータの秘密保護のための技術

的な安全管理措置についてさらなる専門的知見を

得ることができた。 
近年の欧米諸国では、学術研究を指向する形で、

各種の公的大規模データ、さらには医療健康情報

間においてリンケージされたデータの広範な利活

用を可能にする仕組みが整備されている。さらに、
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研究者は、リンケージされたデータをリモートで

アクセスすることが可能になっている。 
 学術研究目的のために行われるデータリンケー

ジは、①共通 ID が存在する場合と②共通 ID が存

在しない場合に類別される。前者については、個

人に付与されている共通 ID である個体識別番号

をもとに、公的大規模データ間のリンケージが可

能になっている。前者に該当する国としては、フ

ィンランド、デンマーク、スウェーデンといった

北欧諸国やオランダ等がある。これらの国々につ

いては、個々人に付与される共通 ID をもとに、人

口動態と家族変動、就業と所得，企業経済，医療と

健康等を対象に、データリンケージを行うことが

可能になっている。  
後者の場合には、リンケージ用の ID を生成する

ことで、公的大規模データ間のリンケージが可能

になっているだけでなく、国によっては公的大規

模データと医療健康情報とのリンケージが行われ

ている。このような取り組みを行っている国とし

ては、イギリス、アメリカ、カナダ、オーストラリ

ア、ニュージーランドが指摘できる。 
イギリスでの場合、イギリス国家統計局(Office 

for National Statistics=ONS)が、2018 年に施行

された Digital Economy Act 2017 に基づいて、公

的大規模データを対象に、広範な形でリンケージ

データの利用サービスを行っている。それに対し

て 、 国 民 健 康 サ ー ビ ス (National Health 
Service=NHS)が保有・管理を行う医療健康情報は、

DEA の対象外であることから、イングランドにお

いては、公的大規模データは、医療健康情報の多

くとリンケージを行うことが困難な状況にあった。 
一方で、スコットランドの場合、公的大規模デ

ータのリンケージについては、イングランドとは

様相が異なる。スコットランドでは，人口社会お

よび社会経済に関する公的大規模データ間のリン

ケージ、さらには公的大規模データと NHS が保

有する医療健康情報とのリンケージも可能にする

仕組みが、制度的組織的に整備されているのは、

注目すべき点だと言える。それについては、以下

の 4 点を指摘することができる。第 1 に、スコッ

トランドの場合、Public Health Scotland(PHS)が，

医療健康情報と公的大規模データの両方の提供に

おいて主要な役割を担っていることである。第 2
に、仮名化担当チームとしての National Records 
of Scotland が、個票データに含まれる属性情報を

見ることなく、名前や住所といった直接的な個体

識別子(direct identifier=DI)に関する情報(「DI 情
報」)から仮名化 ID の変換業務を担っていること

である。第 3 に、仮名化担当チームと異なる行政

機関であるリンケージ担当の eDRIS(=electronic 
Data Research and Innovation Service、PHS 内

部に設置)が、DI情報を見ることができない形で、

仮名化 ID を用いて各種のミクロデータのリンケ

ージを行っていることである。そして、第 4 に、

利用者が個体情報の再識別ができないように、安

全な分析環境の下で、リモートアクセスの形で公

的大規模データの利活用が可能になっていること

である。 
このような仕組みについては、データ提供機関

が保有するミクロデータの安全な管理と個体情報

の秘密保護に配慮したデータリンケージを可能に

するだけでなく、利用者にとっても、安全な分析

環境の下でリンケージデータにアクセスすること

ができる点で、メリットは大きいと考えられる。 
個々の大規模データや医療健康情報に対して共

通 ID が備わっているデンマークのような国と比

較して、共通 ID が存在しないイギリスのような国

では、データリンケージにおいて求められる法制

度的組織的措置、及び統計作成部局によるデータ

リンケージの技術的な対応は異なると言える。し

かしながら、共通 ID を含む DI 情報でリンケージ

を行うのではなく、統計作成部局等の行政機関に

おいて仮名化を施した DI を用いてリンケージを

行う点は共通している。このことから、DI 情報の

公的機関における厳重な管理とデータリンケージ

における仮名化への対応が、データリンケージの

展開における重要な論点になる。 
 イギリスのような共通IDを有しない国々で実施

されている各種の個票データ間のデータリンケー

ジの現状は、わが国でデータリンケージを展開す

る上での有力な参考事例ということができる。こ

うした事例を踏まえて、公的大規模データや医療

健康情報に適用されるデータリンケージ技法の方

法的な可能性をさらに追究することが求められる。 
 
Ｄ．考察 
 わが国においては、個票データのプライバシー
保護と利用可能性のバランスを勘案した上で、統
計作成部局やデータ提供機関が、公的大規模デー
タさらには医療健康情報の提供をさらに進展させ
ることが求められる。特に、海外で展開されている
各種の個票データ間のリンケージをわが国ではど
のように進めていくかは、中長期的な課題と言え
る。 
こうしたデータリンケージに関する諸課題への

対応としては、統計作成部局やデータ提供機関と

利用者との間の信頼関係に基づき、安全な分析環

境を法制度的組織的かつ技術的に整備することが

求められる。また、共通 ID さらには直接的な個体

識別子が利用可能な場合、リンケージされたデー

タの作成において求められる ID の仮名化の方法

や仮名化されたデータ間のリンケージに関する手

続きについて、法制度と統計技術の両面から具体
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的に検討する必要があるだろう。なお、わが国の

世帯・人口系の統計調査のように共通の ID 等の個

体識別子が存在しない場合には、統計的照合

(statistical matching)によるデータリンケージが

考えられるが、リンケージの精度をどのように高

めるかに関しては、海外におけるリンケージ技法

を参考にしつつ、検討を行うことが求められよう。 
 

 
Ｅ．結論 
 本研究では、海外の統計作成部局、さらには行政

記録情報や医療健康情報のデータ提供サービス機

関で展開されている個票情報に基づくデータリン

ケージの動向とリンケージデータの利活用にあた

って求められる、組織的技術的な安全管理措置に

ついて調査研究を進めてきた。本研究の成果につ

いては、全国がん登録情報の利用提供マニュアル

において講じるべき技術的な安全管理措置につい

ての現状と課題について検討を行う上で有益であ

ると考える。   

本調査研究で明らかにされた成果も参考にした

上で、わが国における公的大規模データの利活用

のさらなる展開可能性について今後検討すること

が求められよう。 
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